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【研究ノート】
昭和金融恐慌と銀行破綻
── 加島銀行の事例 ──
結　　城　　武　　延＊
要　　約
　近世以来の大名貸として資本力と信用を背景に，近代以降は総合的な金融ビジネスを展開し，広岡家は
急成長した。1920年代に，広岡家は加島銀行を主軸として金融業をさらに拡張させるが，昭和金融恐慌に
より，加島銀行が破綻・整理に追い込まれた。その理由は，拡張期に金融恐慌が重なったこと，金融恐慌
時に引き出されやすい預金を多く保有していたこと，手形貸付中心の貸付業務によって震災手形が不良債
権化してしまったことなどが考えられる。
Key words : 金融恐慌（economic writing），銀行破綻（formal definition），戦前期（pre-war period）
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　1.　は じ め に
　昭和金融恐慌によって多数の銀行が破綻し，
整理・休業を余儀なくされた。破綻した銀行の
中でも資本規模が最も大きかった銀行の一つの
加島銀行を事例として，破綻に至る過程を明ら
かにすることが本稿の課題である。
　昭和金融恐慌は，1927年に発生した。同年 3
月 14日，帝国議会における片岡蔵相による失
言によって，翌 3月 15日に東京渡辺銀行は休
業することとなった。一時，金融業界に動揺が
生じるものの，この問題は，4月 5日には漸次
落着となった。しかし，4月 8日に，第六十五
銀行が休業したことで神戸において取り付け騒
ぎが発生し，4月 18日には台湾銀行及び近江
銀行が臨時休業し，さらに，4月 21日に十五
銀行が休業するに至って，阪神地方を中心とし
て全国各地で預金取り付け騒ぎが起こり，金融
業界は大打撃を受けた。市中銀行が支払準備に
奔走する中で，4月 22-23日にかけて，支払猶
予令が発布されて，4月 25日には金融界は沈
静化することとなった。これが昭和金融恐慌の
経緯であるが，その顛末は，44行への日銀特融，
休業銀行 11行の受け皿としての昭和銀行設立，
全国で 126行が休業・破綻・整理という結果と
なり，金融業界に大きな影響を与えた。
　このように昭和金融恐慌は，その前後で日本
の金融市場を大きく変えた歴史的事件として，
戦前から数多くの研究が積み重ねられてきた。
1920年の反動恐慌にはじまり，昭和金融恐慌
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そして昭和恐慌を通じて金融構造に大きな変化
が生じたことが数量的に分析され，昭和金融恐
慌が日本経済に構造変化を与えたことが示され
た1）。そうした構造変化において，戦間期の銀
行は都市や地域，規模の大きさといった相違に
よる重層的階層構造を有しており，その中でも
都市中位銀行が 1920年代の恐慌で大打撃を受
けていたことが明らかにされた2）。都市中位銀
行は，預貸率（貸付金／預金）と預借率（借入
金／預金）が高く，しかも取引相手が固定化さ
れていること，また，預証率（有価証券投資／
預金）が低く収益性が良くないこと，さらに機
関銀行3）であることなどの特徴を有しており，
それらの特徴が大きな影響を受けた主因であっ
たとされている。くわえて，1920年代は産業
構造や資産家構成が大きく変化した時期であ
り，それをふまえた個別事例の研究が，昭和金
融恐慌の意義を考慮する上で必要であることが
強調された4）。
　昭和金融恐慌が銀行経営に与えた個別事例と
して，反動恐慌から昭和恐慌に到る銀行淘汰と
合同の過程について地方に焦点をあてて分析さ
れ，昭和金融恐慌において，すでに地方銀行の
淘汰と合同が進行していたことが解明され
た5）。さらに，昭和金融恐慌が銀行経営に与え
た影響について，地方・都市・特殊銀行などに
焦点をあてて，破綻した事例だけではなく，再
生した事例も取り上げることで，破綻要因につ
いて詳細に検討された6）。
　金融史における昭和金融恐慌の評価は，非効
率的な経営を行っていた機関銀行が，昭和金融
恐慌によって整理，淘汰されたことで金融シス
 1）　大島（1955）。
 2）　伊牟田（2002）。
 3）　特定の事業会社や個人の資金調達を目的に
預金を集める銀行のことである。
 4）　山崎（2000）。
 5）　朝倉編（1980）。
 6）　石井・杉山編（2002）。
テムの効率化が実現されたというのが通説と
なった7）。こうした通説は，休業銀行と普通銀
行のバランスシートを比較することで，休業確
率は自己資本，預金比率，ROEと負の関係に
ある，すなわち，昭和金融恐慌は金融システム
の効率化させたことが計量的に示された8）。他
方，預金の変化率と預貸率・準備率は正の相関
関係にあることから，流動性不足による（自己
実現的な）預金取付けの可能性も示された9）。
さらに，機関銀行の淘汰は都市部に限定してい
ることも指摘されている10）。この結果は，都市
部大規模銀行の中には収益性に関係ない流動性
不足による自己実現的な預金取付けの可能性が
あったことを示唆している。
　以上にみられる先行研究において明らかにさ
れてきた銀行の破綻要因は，（1）杜撰，放漫な
貸出・経営状態，（2）経営陣による銀行の私物
化，（3）機関銀行による貸付の固定化，（4）大
口貸出の割合が高い，（5）リスクの高い有価証
券への投資，（6）不動産への過剰投資，（7）地
方中小銀行の急拡張と競争激化であり，これら
の特徴はいずれも昭和金融恐慌による金融シス
テムの効率化を支持している。他方，当該銀行
の収益性には必ずしも関係はない，自己実現的
な預金取付けによる銀行破綻の事例は，現時点
において観察されていない。
　結論を先取りすれば，昭和金融恐慌直前にお
いても加島銀行の収益性や安全性は悪化してい
なかった。すなわち，加島銀行こそ自己実現的
な預金取付けによる銀行破綻の事例といえる。
さらに，破綻銀行の中でも最大規模（預金・貸
付 10位 : 1925年末時点）であり，日銀特融の
額も十五，昭和，藤田に次いで大きく，最も清
算過程が長引いた銀行であることから，昭和金
 7）　高橋・森垣（1968）（1993）。
 8）　Yabushita, Inoue（1993）, Okazaki, Sawada, 
Yokoyama（2005）。
 9）　是永・長瀬・寺西（2001）。
10）　横山（2005）。
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融恐慌が銀行経営にどのような影響を与えたの
かを再考しうる素材である。
　2.　昭和金融恐慌における加島銀行
　まず，加島銀行の歴史を概観しよう。加島銀
行は両替商加島屋を母体として 1888年に設立
され，1917年に株式会社として改組した。
1921年には加島貯蓄銀行を合併，1924年に星
島銀行を買収するなど，都市銀行として順調に
発展するものの，1927年の昭和金融恐慌によっ
て経営危機に陥り，1929年に鴻池銀行，野村
銀行，山口銀行の 3行に分割，買収され，1937
年に廃業した11）。その後，加島銀行における残
11）　銀行図書館「銀行変遷史データベース」
（http://koueki.net/bank/details.php?bcode= 
1011）。閲覧日 2016年 8月 5日。
務整理のための清算会社として三光株式会社が
1940年に設立され，戦後まで続く長期清算と
なる。
　預金規模についてみれば，67万円（1895年），
278万円（1899年），555万円（1904年），1,346
万円（1910年），3,459万円以上（1915年），1
億 2,550万円（1919年），1億 7,694万円（1925
年）と順調に拡大させ，関西の有力都市銀行と
して発展した12）。支店は 3支店（1895年），6支
店（1910年），10支店（1919年），20支店（1925
年）と拡大し，本店の大阪を中心として，京都，
兵庫，岡山，広島，そして東京など，全国に及
んだ13）。
　このように順調に経営規模を拡大させてきた
12）　石井寛治（1999），303頁。
13）　前掲石井（1999），292-294頁。
表 1　阪神地方における預金引き出し状況（1927年 4月 21日時点）
銀行名 金額（円） 備考
加島 56,000,000 岡山，神戸方面同業者全部引き出しその他
藤田 50,000,000 主として本店の同業者預金引き出し
山口 40,000,000 半分は同業者その他の定期預金引き出し，小口預金引き出し
十五大阪支店 35,450,000 大阪市内支店合計
野村 25,000,000 取引所関係者預金引き出し
鴻池 25,000,000 同業者の他，場末支店の預金
三十四 20,000,000 主として本店における同業者の預金，その他定期預金
大阪貯蓄 18,750,000 本支店全般にわたる小口引き出し
近江 16,840,000 本支店合計
住友 10,000,000 神戸湊川支店約二百万円の他，各支店
安田大阪支店 10,000,000 難波を主として二，三百万円，その各支店
四十三 8,000,000 　
第百大阪支店 7,000,000 大阪支店五百万円，新町，神戸各支店百万円
三十八 7,000,000 本店二百万円は同業者預金
産業（奈良） 6,000,000 県下高田町，郡山町支店の引き出し多し
第六十五 5,310,000 本支店合計
六十八 2,000,000 　
川崎大阪支店 1,500,000 主として貯蓄預金
合計 343,850,000 休業 : 第六十五（4月 8日），近江（4月 18日），十五（4月 21日）
出典）　 「阪神地方金融界動揺顛末　日本銀行（大阪支店）昭和 2年 5月 2日」（『日本金融資料　昭
和編　第二十五巻』）
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加島銀行であったが，昭和金融恐慌の際は最も
預金引き出しを受けることとなった。表 1は，
昭和金融恐慌発生時の 1927年 4月 21日時点に
おける阪神地方の預金引き出し状況を引き出し
額が多い銀行から掲載している。加島銀行が
5,600万円と最も引き出し額が多く，全銀行の
引き出し額の約 16%を占めていた。預金引き
出しの内訳は，同業者預金（当座預金）の引き
出しが特徴的で，岡山と神戸支店については全
額引き出しであった。表 2は金融恐慌発生前
後の預金残高の推移を示している。表によれば，
3月 19日には 7,805万円あった預金残高が，4
月 21日には 5,479万円まで減少し，金融恐慌
が沈静化した後の 5月 14日になっても 6,226
表 2　阪神地方における預金残高の推移（1927年 3-5月時点）
（単位 : 円）
銀行名 3月 19日a
増減
b=c－a
4月 21日
c
増減
d=e－c
5月 14日
e
増減
f=e－a
十五大阪支店 102,337,000 ▲ 35,455,000 66,882,000 1,443,000 68,325,000 ▲ 34,012,000
近江 80,690,000 ▲ 17,482,000 63,208,000 ▲ 1,774,000 61,434,000 ▲ 19,256,000
藤田 86,405,000 ▲ 16,107,000 70,298,000 ▲ 2,821,000 67,477,000 ▲ 18,928,000
加島 78,059,000 ▲ 23,262,000 54,797,000 7,471,000 62,268,000 ▲ 15,791,000
山口 163,189,000 ▲ 11,580,000 151,609,000 ▲ 1,526,000 150,083,000 ▲ 13,106,000
野村 53,431,000 ▲ 12,797,000 40,634,000 3,085,000 43,719,000 ▲ 9,712,000
第百大阪支店 14,132,000 ▲ 6,953,000 7,179,000 1,010,000 8,189,000 ▲ 5,943,000
尾州 19,984,000 ▲ 2,431,000 17,553,000 ▲ 1,702,000 15,851,000 ▲ 4,133,000
川崎大阪支店 18,018,000 ▲ 4,251,000 13,767,000 758,000 14,525,000 ▲ 3,493,000
古川大阪支店 6,356,000 ▲ 2,196,000 4,160,000 409,000 4,569,000 ▲ 1,787,000
大和田大阪支店 5,521,000 ▲ 1,900,000 3,621,000 341,000 3,962,000 ▲ 1,559,000
名古屋大阪支店 7,479,000 ▲ 1,958,000 5,521,000 561,000 6,082,000 ▲ 1,397,000
藤本 2,741,000 ▲ 1,276,000 1,465,000 ▲ 71,000 1,394,000 ▲ 1,347,000
第六十五大阪支店 5,420,000 ▲ 1,056,000 4,364,000 0 4,364,000 ▲ 1,056,000
神戸岡崎大阪支店 4,657,000 ▲ 229,000 4,428,000 ▲ 510,000 3,918,000 ▲ 739,000
台湾大阪支店 1,549,000 ▲ 727,000 822,000 0 822,000 ▲ 727,000
明治大阪支店 2,767,000 ▲ 1,007,000 1,760,000 494,000 2,254,000 ▲ 513,000
第百四十七大阪支店 1,249,000 ▲ 394,000 855,000 87,000 942,000 ▲ 307,000
村井大阪支店 11,427,000 ▲ 304,000 11,123,000 0 11,123,000 ▲ 304,000
二十三大阪支店 743,000 ▲ 195,000 548,000 36,000 584,000 ▲ 159,000
十八大阪支店 706,000 ▲ 142,000 564,000 47,000 611,000 ▲ 95,000
阿波商大阪支店 359,000 ▲ 22,000 337,000 ▲ 1,000 336,000 ▲ 23,000
十二大阪支店 512,000 ▲ 8,000 504,000 3,000 507,000 ▲ 5,000
左右田大阪支店 1,882,000 0 1,882,000 0 1,882,000 0
第三船場支店 1,414,000 20,000 1,434,000 221,000 1,655,000 241,000
朝鮮大阪支店 1,283,000 ▲ 246,000 1,037,000 505,000 1,542,000 259,000
鴻池 71,308,000 ▲ 11,198,000 60,110,000 11,667,000 71,777,000 469,000
日本興業大阪支店 3,628,000 1,967,000 5,595,000 ▲ 337,000 5,258,000 1,630,000
愛知大阪支店 6,123,000 2,401,000 8,524,000 ▲ 260,000 8,264,000 2,141,000
日本信託 11,810,000 1,300,000 13,110,000 1,332,000 14,442,000 2,632,000
横浜正金大阪支店 12,347,000 2,725,000 15,072,000 2,160,000 17,232,000 4,885,000
第一大阪支店 46,373,000 3,542,000 49,915,000 5,710,000 55,625,000 9,252,000
安田大阪支店 75,573,000 3,435,000 79,008,000 9,486,000 88,494,000 12,921,000
三十四 160,152,000 3,229,000 163,381,000 11,512,000 174,893,000 14,741,000
三井大阪支店 66,249,000 16,340,000 82,589,000 9,505,000 92,094,000 25,845,000
三菱大阪支店 61,640,000 20,302,000 81,942,000 8,463,000 90,405,000 28,765,000
住友 154,078,000 12,405,000 166,483,000 23,254,000 189,737,000 35,659,000
合計 1,341,591,000 ▲ 85,510,000 1,256,081,000 90,558,000 1,346,639,000 5,048,000
出典）　 「阪神地方金融界動揺顛末　日本銀行（大阪支店）昭和 2年 5月 2日」（『日本金融資料　昭和編　
第二十五巻』）
注）　休業銀行は記載最終残高
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万円であり，以前の水準まで回復しないままと
なった。その他休業・整理を余儀なくされた銀
行も多くも，加島銀行と同じような状況であっ
たが，そうした破綻銀行の預金は，財閥系を中
心とした都市大手銀行や郵便貯金へと流れて
いったのである。
表 3　加島銀行における店舗の推移
1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
本店（大阪市） 本店（大阪市） 本店（大阪市） 本店（大阪市）
南（大阪市） 南（大阪市） 南（大阪市） 南（大阪市）
福島（大阪市） 福島（大阪市） 福島（大阪市） 福島（大阪市）
道頓堀（大阪市） 道頓堀（大阪市） 道頓堀（大阪市） 道頓堀（大阪市）
松屋町（大阪市） 松屋町（大阪市） 松屋町（大阪市） 松屋町（大阪市）
川口（大阪市） 川口（大阪市） 川口（大阪市） 川口（大阪市）
大正橋（大阪市） 大正橋（大阪市） 大正橋（大阪市） 大正橋（大阪市）
船場（大阪市） 船場（大阪市） 船場（大阪市） 船場（大阪市）
東京（東京市） 天満橋（大阪市） 天満橋（大阪市） 天満橋（大阪市）
四谷（東京市） 北（大阪市） 北（大阪市） 北（大阪市）
京都（京都市） 上本町（大阪市） 上本町（大阪市） 上本町（大阪市）
神戸（神戸市） 阿波座（大阪市） 阿波座（大阪市） 阿波座（大阪市）
岡山（岡山市） 東京（東京市） 堀江（大阪市） 堀江（大阪市）
西大寺（岡山市） 四谷（東京市） 大國（大阪市） 大國（大阪市）
福山（福山市） 三輪（東京市） 梅田（大阪市） 梅田（大阪市）
廣島（廣島市） 京都（京都市） 築港（大阪市） 築港（大阪市）
徳山（山口県） 神戸（神戸市） 東京（東京市） 中本町（大阪市）
枚方（大阪府） 兵庫（神戸市） 四谷（東京市） 東京（東京市）
池田（大阪府） 葺合（神戸市） 三輪（東京市） 京都（京都市）
茨木（大阪府） 岡山（岡山市） 青山（東京市） 下京（京都市）
高槻（大阪府） 西大寺（岡山市） 京都（京都市） 神戸（神戸市）
尼崎（尼崎市） 福山（福山市） 下京（京都市） 兵庫（神戸市）
計 22店舗 廣島（廣島市） 神戸（神戸市） 葺合（神戸市）
徳山（山口県） 兵庫（神戸市） 枚方（大阪府）
枚方（大阪府） 葺合（神戸市） 池田（大阪府）
池田（大阪府） 岡山（岡山市） 茨木（大阪府）
茨木（大阪府） 西大寺（岡山市） 高槻（大阪府）
高槻（大阪府） 岡山西（岡山市） 住道（大阪府）
尼崎（尼崎市） 藤戸（岡山県） 尼崎（尼崎市）
堺（堺市） 下村（岡山県） 堺（堺市）
計 30店舗 田ノ口（岡山県） 計 30店舗
玉島（岡山県）
福山（福山市）
廣島（廣島市）
徳山（山口県）
枚方（大阪府）
池田（大阪府）
茨木（大阪府）
高槻（大阪府）
住道（大阪府）
尼崎（尼崎市）
堺（堺）
計 42店舗
出典）　各期考課状
注）　色付けされた店舗が新店舗
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　3.　加島銀行の経営状況
　1910年代後半から昭和金融恐慌前後までの
加島銀行の経営状況をみてみよう。表 3は店
舗数の推移を示している。1919年に 22店舗，
1922年に 30店舗，1925年には 42店舗と順調
に支店を拡大していたが，恐慌後の 1928年に
は 30店舗まで減少した。役員構成をみれば（表
4），ほぼすべての役員が広岡家関係者である。
また，株式の所有構造をみても（表 5），役員
の株式所有比率は 82.8%で，広岡家関係者の
株式所有比率は 68.3%であることから，名実
ともに広岡家が所有と経営を行う銀行であった
ことが見て取れる。
　次に，貸借対照表の推移をみてみよう（表 6）。
資産規模は 1919年に 1億 6,050万円，1922年
に 1億 7,619万円，1925年には 2億 3,091万円
と順調に規模を拡大していたが，恐慌後の
1928年には 1億 6,489万円まで減少した。拡
大要因は 1922年から 1925年にかけて 1,510万
円から 3,020万円へと倍増した資本金，1919年
から 1925年にかけて 95万円から 570万円へと
増加した準備金・積立金も重要であったが，何
といっても 1919年から 1925年にかけて 1億
表 4　加島銀行における役員構成
役職 1919年下期 1922年下期
頭取 広岡　恵三 広岡　恵三
常務
星野　行則 星野　行則
吉井　仲助
加輪上　勢七
取締役
祇園　清次郎 祇園　清次郎
加輪上　勢七（総務部長） 大村　彦太郎
大村　彦太郎 江村　忠之助
監査役
広岡　久右衛門（10代目） 広岡　久右衛門（10代目）
松井　萬綠 松井　萬綠
星嶋　謹一郎 星嶋　謹一郎
役職 1925年下期 1928年下期
社長 広岡　恵三 広岡　恵三
常務
星野　行則 松井　萬綠
吉井　仲助
加輪上　勢七
取締役
祇園　清次郎 広岡　久右衛門（10代目）
大村　彦太郎 広岡　松三郎
江村　忠之助 下村　菊松
佐藤　鹿藏
監査役
広岡　久右衛門（10代目） 茂原　虎雄
松井　萬綠 加輪上　勢七
星嶋　謹一郎
出典）　各期考課状
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表 5　加島銀行における大株主（10位）及び役員の株式所有状況（1921年下期）
株主 府県別 属性 株数 所有比率
廣岡合名会社 大阪 198,450 65.7%
（株）合同生命保険 大阪 2,710  0.9%
濱崎健吉 大阪 有価証券現物業（（株）濱崎商店の株式も含） 1,030  0.3%
◎廣岡恵三 大阪 大同生命保険・社長 1,000  0.3%
△廣岡久右衛門 大阪 加島貯蓄銀行・取締役 1,000  0.3% 
○大村彦太郎 京都 白木屋（大村保全の株式も含） 1,000  0.3%
井上兼松 和歌山 840  0.3%
廣岡松三郎 大阪 加島信託・専務 750  0.2%
●星野行則 兵庫 大同生命保険・取締役 750  0.2%
○祇園清次郎 大阪 広岡合名会社常務理事 750  0.2%
△星嶋謹一郎 岡山 岡山県資産家 500  0.2%
●加輪上勢七 大阪 加島屋・元番頭 500  0.2%
●吉井仲助 兵庫 300  0.1%
△松井萬綠 大阪 大同生命保険・常務 300  0.1%
○江村忠之助 東京 300  0.1%
総数 3,006名 : 総株数 302,000株 : 大株主（10位）比率 68.9% : 役員比率 82.8% : 廣岡家関係者比率 68.3%
出典）　考課状
注）　◎頭取，●常務，〇取締役，△監査役
表 6　加島銀行における貸借対照表
項目
1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
（円） （%） （円） （%） （円） （%） （円） （%）
資産（計） 160,506,706 100.0 176,195,104 100.0 230,911,919 100.0 164,899,364 100.0
未済資本金 5,000,000 3.1 0 0.0 11,325,000 4.9 5,662,500 3.4
貸付金 60,625,054 37.8 89,566,434 50.8 109,976,039 47.6 76,911,684 46.6
手形 22,758,524 14.2 20,698,178 11.7 25,186,855 10.9 9,860,820 6.0
外国為替 3,619,796 2.3 2,259,066 1.3 5,528,842 2.4 4,077,041 2.5
預け金等 15,048,377 9.4 11,385,954 6.5 7,988,732 3.5 4,431,075 2.7
有価証券 32,155,170 20.0 32,067,095 18.2 42,160,425 18.3 51,119,686 31.0
営業用不動産 1,408,467 0.9 2,676,523 1.5 3,993,829 1.7 3,564,322 2.2
所有不動産 326,405 0.2 1,471,664 0.8 1,783,206 0.8 1,278,205 0.8
現金 19,564,914 12.2 16,070,189 9.1 22,968,993 9.9 7,994,032 4.8
負債・純資産（計） 160,506,707 100.0 176,195,104 100.0 230,911,919 100.0 164,899,364 100.0
資本金 15,000,000 9.3 15,100,000 8.6 30,200,000 13.1 15,100,000 9.2
準備金・積立金 950,000 0.6 3,700,000 2.1 5,700,000 2.5 263,839 0.2
預金 125,503,436 78.2 138,985,882 78.9 176,948,759 76.6 79,159,945 48.0
借越金など 15,637,005 9.7 13,806,756 7.8 14,247,753 6.2 65,163,310 39.5
コールマネー 300,000 0.2 1,050,000 0.6
未払い利息等 1,381,160 0.9 1,404,743 0.8 2,040,983 0.9 5,049,255 3.1
諸税引当金 236,169 0.1
当期利益金 1,735,106 1.1 1,911,554 1.1 1,774,423 0.8 163,015 0.1
合計 160,506,706 100.0 176,195,104 100.0 230,911,919 100.0 164,899,364 100.0
出典）　各期考課状
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2,550万円から 1億 7,694万円へと増加した預
金が，資産規模を拡張させた最も重要な要因で
あった。順調に拡張した資金の用途は，主とし
て貸付であり，1919年に 6,062万円だったのが，
1925年には 1億 997万円にまで拡大している。
また，有価証券も順調に拡大している。一方，
昭和金融恐慌前後における大きな変化は，負債・
純資産について，預金が 1億円ほど減少し，他
方，借越金が 1,424万円から 65,163万円へと
増加した。その結果，借越金が資本に占める割
合は 6.2%から 39.5%へと激増したのである。
　損益計算書をみれば（表 7），収入について，
1925年までは手形取引で生じる割引料が約
50%，貸付による利息が約 15%，有価証券益が
20%前後であり，これら 3項目で 80%以上を
占めていた。費用について，期間を通じて利息
が 80%近くの割合を示しており，利益処分は
準備金，配当金，後期繰越金で 90%近くを占
めていた。また，金融恐慌前後で，当期利益金
は 177万円（1925年下期）から 16万円（1928
年下期）と 10分の一程度にまで下落したので
ある。
表 7　加島銀行における損益計算書
項目
1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
収入（計） 5,217,742 100.0 6,382,195 100.0 7,543,785 100.0 5,313,631 100.0
利息 825,514 15.8 969,851 15.2 1,178,173 15.6 2,426,947 45.7
割引料 2,436,963 46.7 3,230,429 50.6 4,158,676 55.1 401,334 7.6
手数料 28,353 0.5 169,016 2.6 173,382 2.3 89,184 1.7
有価証券益 911,696 17.5 1,303,475 20.4 1,490,958 19.8 1,475,906 27.8
雑益 4,365 0.1 57,250 0.9 52,732 0.7 3,833 0.1
前期繰越金 83,601 1.6 452,175 7.1 289,864 3.8
土地建物賃貸料 33,344 0.6
債権取立金 105,743 2.0
未払利息その他戻入 777,340 14.6
額面超過実収金 927,251 17.8 200,000 3.1 200,000 2.7
費用（計） 3,482,635 100.0 4,470,641 100.0 5,769,361 100.0 5,150,446 100.0
利息 2,801,469 80.4 3,417,055 76.4 4,420,557 76.6 4,173,219 81.0
割引料 183,170 5.3 1,433 0.0 1,232 0.0
手数料 4,937 0.1 5,359 0.1 15,368 0.3 1,995 0.0
有価証券損 8,918 0.2 179,471 3.5
税金 24,625 0.7 76,973 1.7 100,154 1.7 63,909 1.2
給料 104,106 3.0 296,701 6.6 560,980 9.7 326,240 6.3
諸税引当金 85,000 1.9
雑費（＋償却金＋
雑損＋営繕費＋旅費） 364,328 10.5 579,203 13.0 672,303 11.7 404,380 7.9
当期利益（計） 1,735,106 100.0 1,911,554 100.0 1,774,424 100.0 163,184 100.0
準備金（法定＋
別段＋滞貨） 1,000,000 57.6 600,000 31.4 500,000 28.2 86,161 52.8
配当金 398,000 22.9 755,000 39.5 943,750 53.2
役員賞与 25,000 1.4 50,000 2.6 50,000 2.8
行員恩給及
退職慰労準備金 12,000 0.7 50,000 2.6 50,000 2.8 5,000 3.1
諸税金引当 200,000 11.5 0.0
後期繰越金 100,106 5.8 456,554 23.9 230,673 13.0 72,023 44.1
出典）　各期考課状
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　次に，加島銀行の経営状況みれば（表 8），
1925年以前について，預貸率は 60%前後，預
証率は 25%前後，自己資本比率は 10-15%程度，
ROAは約 1%，ROEは 5-10%程度であった。
こうした経営指標の水準は，当時の大手都市銀
行と遜色がない数値であり，その他破綻した銀
行であった機関銀行と比較してみると，大きな
違いがあったことがわかる14）。
　経営指標でみれば，大手都市銀行とそれほど
差がない加島銀行の特徴は何か。表 9は加島
14）　この時期における各経営指標について，ROE
は大手銀行（5-10%），機関銀行（3%），預貸
率は大手銀行（60%台），機関銀行（90%以上），
預証率は大手銀行（30%台），機関銀行（10%台），
自己資本率は大手銀行（7-10%台），機関銀行
（1%台）であった（山﨑（2000））。
銀行における預金の推移である。内訳をみれば，
同業者預金（当座預金と特別当座預金）の割合
が 40%弱，定期預金が 45-9%程度であり，こ
の 2項目で 9割近くを占めていたことがわか
る。表 10は貸付金の推移である。貸付金は手
形貸付金が 80%近くを占めていることが特徴
である15）。また，有価証券投資の推移をみれば
（表 11），国債や市債といった諸公債が 60-70%
を占めており，株式は 20%弱，社債は数 %で
あった。他方，大手都市銀行は株式投資が
60-70%を占めており，積極的にリスクをとっ
ていたことから高収益をあげていた。他方，加
島銀行の場合，投資した株式銘柄についてみて
15）　加島銀行の破綻要因として，経営陣による
資金運用・利益処分の不健化について，石井
（2010）は指摘している。
表 8　加島銀行における経営状況
項目 1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
預貸率 48.3 64.4 62.2 97.2
預証率 25.6 23.1 23.8 64.6
自己資本比率  9.9 10.7 15.5  9.3
ROA  1.1  1.1  0.8  0.1
ROE 10.9 10.2  4.9  1.1
出典）　各期考課状
注）　 預貸率＝貸付金／預金，預証率＝有価証券／預金，自己資本比率＝（資
本金＋準備金・積立金）／総資本，ROA=当期利益金／総資本，ROE＝
当期利益金／自己資本
表 9　加島銀行における預金の推移
項目
1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
公金預金 2,493,144 2.0 6,394,451 4.6 6,388,981 3.6
当座預金 28,297,381 22.7 27,384,642 19.7 30,519,550 17.2 20,643,727 26.1
特別当座預金 24,313,929 19.5 27,744,886 20.0 33,564,067 19.0 12,648,604 16.0
通知預金 1,690,250 1.4 10,210,739 7.3 12,189,741 6.9 4,162,333 5.3
定期預金 61,980,901 49.0 62,350,811 44.9 85,657,721 48.4 35,897,660 45.3
別段預金 5,971,791 4.8 4,772,136 3.4 8,573,468 4.8 5,768,988 7.3
普通預金 128,217 0.1 55,232 0.0 38,633 0.0
合計 124,747,396 100.0 138,985,882 100.0 176,948,759 100.0 79,159,945 100.0
出典）　各期考課状
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も日本郵船や鉄道会社，日本銀行や興銀など安
全性を重視した投資先であり，収益性はそれほ
ど高いものではなかった。
　4.　加島銀行の破綻
　以上にみられるように，加島銀行の経営状況
は少なくとも昭和金融恐慌が発生する直前ま
で，資本構成や収益性をみれば，それほど悪く
はなく，むしろ大手都市銀行に近い経営状態で
あった。他方，貸付金や預金，有価証券投資の
内訳をみれば，かなり異なる特徴を有していた
ことがわかる。まず，預金について取り付けら
れやすい預金の割合が大きいことが特徴であ
る。それは，昭和金融恐慌を調査した当時に日
本銀行大阪支店の報告書からも伺える。
史料 1　今回ノ動揺ヨリ得タル当地金融業者
ノ経験16）
今回の動揺に因りて当地金融業者は今後の
経営上種々なる体験を得たるか其中預金関
係分のみに付聞き得たる主なるものを摘録
すれは左の如し。
（イ）取付られ易き預金　先つ（一）同業
者預金の逃け足最も早きは当然の事にし
16）　「阪神地方金融界動揺顛末　日本銀行（大阪
支店）昭和 2年 5月 2日」（『日本金融資料　昭
和編　第二十五巻』，62-63頁）
表 10　加島銀行における貸付金の推移
項目
1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
証書貸付 1,401,247 2.3 2,308,617 2.6 3,215,403 2.9 6,561,205 8.5
手形貸付 45,099,878 74.4 72,350,073 80.8 86,468,576 78.6 62,767,995 81.6
当座預金貸越 7,723,929 12.7 13,257,745 14.8 16,102,061 14.6 7,582,484 9.9
コールローン 6,400,000 10.6 1,650,000 1.8 4,190,000 3.8 0 0.0
合計 60,625,054 100.0 89,566,434 100.0 109,976,039 100.0 76,911,684 100.0
出典）　各期考課状
表 11　加島銀行における有価証券投資の推移
項目
1919年下期 1922年下期 1925年下期 1928年下期
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
金額
（円）
比率
（%）
諸公債証書 18,105,895 64.8 23,447,208 73.1 31,683,733 75.2 33,945,785 66.4
地方債 10,289,142 20.1
外国債証券 4,731,080 16.9 928,463 2.9 0 0.0 0 0.0
社債 4,394,413 15.7 7,529,591 23.5 9,430,000 22.4 6,372,579 12.5
株式 722,880 2.6 161,833 0.5 1,046,692 2.5 512,180 1.0
合計 27,954,267 100.0 32,067,095 100.0 42,160,425 100.0 51,119,686 100.0
各銘柄
公債 : 国債，電気鉄道，
大阪市・京都市
外債 : 中国，フランス
国債
社債 : 電気鉄道，電力
株式 : 郵船，鉄道，日
銀
公債 : 国債，電気鉄道，
下水道，大阪市・京都
市
外債 : フランス国債
社債 : 電気鉄道，電力，
化学，東洋拓殖
株式 : 郵船，鉄道，日
銀，興銀
公債 : 国債，電気鉄道，
下水道，大阪市・京都
市
社債 : 電気鉄道，電力，
化学，造船
株式 : 郵船，鉄道，日
銀，興銀
具体的な証券名の記載
なし。諸公債証書＝国
債。
出典）　各期考課状
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て，従来預金維持の体面上主として同業者
預金の吸収に努力したる銀行は今回の同様
に因りて甚た窮境に陥りたり，次は（二）
団体の責任者名義預金（三）平素より利息
を喧しく云ふ等兎角銀行に無理を持込む預
金者の預金（四）婦人，子供，隠居者等の
預金，（五）其他の小口預金等の類か最も
取付けられ易きは従来の取付騒きにも愈々
経験せられたる処なるか今回は特に其顕著
なるを知れり。
　このように，金融恐慌の際に取付けられやす
い預金であった同業者預金と小口預金（定期預
金）が主たる預金の源泉であった加島銀行は，
取り付け騒ぎによって大きな損害を被ったので
ある。次に，貸付金は手形の貸付が多いことが
特徴であるが，これが後に震災手形となり不良
債権化してしまったことも加島銀行にとって大
きな痛手となった。また，収入をみれば，割引
料の割合が大きく，金融恐慌時にはその収入源
が途絶えており，立地については，預金取付け
が最も激しかった地域（大阪，神戸）に支店が
集中していた。
　金融恐慌によって流動性の低い収入源が回収
できなくなった一方，資金源である預金が急速
に引き上げられるという状況が経営状態を一気
に悪化させた。すなわち，こうした加島銀行の
状況は平常時には問題なく，むしろ，その保守
的な経営は歓迎された。しかし，金融恐慌のよ
うな異常時，しかも昭和金融恐慌は以前と比し
ても極めて経済被害が大きかった経済状態にお
いては，こうした経営はむしろ逆効果となって，
加島銀行の経営を一気に傾けることとなったの
である。
　5.　結　　　論
　近世以来の大名貸として資本力と信用を背景
に，近代以降は総合的な金融ビジネスを展開し，
広岡家は急成長した。1920年代に，広岡家は
加島銀行を主軸として金融業をさらに拡張させ
るが，昭和金融恐慌により，加島銀行が破綻・
整理に追い込まれた。その理由は，拡張期に金
融恐慌が重なったこと，金融恐慌時に引き出さ
れやすい預金を多く保有していたこと，手形貸
付中心の貸付業務によって震災手形が不良債権
化してしまったことなどが考えられる。
　昭和金融恐慌は（1）経営状態が悪い機関銀
行が整理されたことによる金融システムの効率
化，（2）情報の非対称性による市場の不備から
生じた自己実現的な預金取付けという 2つの側
面があった。加島銀行の破綻は主として（2）
表 12　加島銀行における主要勘定の推移
（単位 : 円）
年度
資産 負債
当期
損失金資本金 現金 コールローン 有価証券 貸付金 預金 借用金
1929年  6月 15,100,000 307,363 1,7000,000 2,066,399 62,730,378 3,000,513 57,562,825 236,162
1930年  6月 15,100,000 154,088 250,000 1,968,514 58,638,129 2,064,947 51,245,025 495,400
1931年  6月 15,100,000 139,193 1,878,804 37,826,203 1,979,799 50,577,076 949,118
1932年  6月 15,100,000 78,086 1,925,636 57,101,879 1,797,601 50,375,584 1,375,157
1933年  6月 15,100,000 76,450 2,401,597 55,574,429 1,732,119 49,677,028 1,816,023
1934年  6月 15,100,000 78,569 2,451,443 54,326,491 1,717,205 49,110,912 2,237,271
1934年 12月 15,100,000 78,399 2,503,274 53,719,869 1,615,644 48,792,447 2,436,616
出典）　「取締役会決議録（日銀ヘ提出モノ）」C7-2
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が理由であると考えられる。
　今後の課題として，多くの破綻銀行が大部分
を債務放棄し，預金者にも一部を負担させたに
もかかわらず，加島銀行は広岡家の家産を切り
崩しても債務放棄せず，清算を続けた理由の解
明である。表 12は昭和金融後における加島銀
行の主要勘定の推移，表 13は残務整理の推移
である。漸次，損失金が増加している一方で，
貸付金の回収は徐々に完了させている。このよ
うに，残務整理を続けた理由として，仮説とし
て，以下のことが指摘できよう。広岡家は家産
を売却し外部の資金提供者に一切迷惑をかけな
い形で問題を処理し，広岡家の信用を何とか維
持し続けた。金融業者として信頼され続けるた
めには，撤退した銀行業における利害関係者に
損害を与えない形で残務処理をしなければなら
なかったのである。
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表 13　加島銀行における残務整理の推移
（単位 : 円）
年度 総資産
資産 貸付
未払
資本金 比率
残余財産
分配金 比率
差引当期
損金 比率
有価証券
担保 比率
不動産
抵当 比率
債券
担保 比率 手形 比率
1936年  5月 22,648,288 15,000,000 66.2% 1,784,385 7.9% 1,363,818 6.0% 209,733 0.9% 194,994 0.9%
1936年 11月 21,862,833 15,000,000 68.6% 4,000,000 18.3% 317,104 1.5% 517,967 2.4%   898,518 4.1% 　2,000 0.0% 106,392 0.5%
1937年  5月 21,844,722 15,000,000 68.7% 4,600,000 21.1% 453,855 2.1% 286,284 1.3%   404,199 1.9% 　2,000 0.0%  57,092 0.3%
1937年 11月 21,827,677 15,000,000 68.7% 5,000,000 22.9% 506,656 2.3% 22,447 0.1%   326,169 1.5% 　2,000 0.0%  25,092 0.1%
出典）　「事務報告書」C4-4　
注 1）　資産及び貸付の内訳はすべての項目を含めていないため，100%にはならない
注 2）　比率＝各項目／総資産
注 3）　残余財産分配金は株主へ分配される
